
（別紙３）

政策ごとの予算との対応について（個別表）【特別会計】
（単位：千円）

勘定 項 事項 比較増△減額

1,067,920,478 1,066,932,942 △987,536

<2,922,750,584> の内数 <3,405,404,094> の内数 <482,653,510〉
27,960,852 23,655,872 △4,304,980

<897,481,795> の内数 <825,660,347> の内数 〈△71,821,448〉
労災勘定 労働安全衛生対策費 労働安全衛生対策に必要な経費 21,610,850 18,053,004 △3,557,846

労災勘定 労働安全衛生対策費 労働基準行政情報システムの最適化実施に
必要な経費

4,364,531 3,900,401 △464,130

労災勘定 独立行政法人労働安全衛
生総合研究所運営費

独立行政法人労働安全衛生総合研究所運営
費交付金に必要な経費

1,736,995 1,471,599 △265,396

労災勘定 独立行政法人労働安全衛
生総合研究所施設整備費

独立行政法人労働安全衛生総合研究所施設
整備に必要な経費

248,476 230,868 △17,608

徴収勘定 保険給付費等財源労災勘
定へ繰入

保険給付費等の財源の労災勘定へ繰入れに
必要な経費

<897,481,795> の内数 <825,660,347> の内数 〈△71,821,448〉

991,892,650 998,249,558 6,356,908

<897,481,795> の内数 <825,660,347> の内数 〈△71,821,448〉

労災勘定
保険給付費 保険給付に必要な経費 798,703,386 796,954,268 △1,749,118

労災勘定 業務取扱費 保険給付業務に必要な経費 6,683,042 5,417,254 △1,265,788
労災勘定 業務取扱費 労災行政情報管理システムの最適化実施に

必要な経費
4,653,571 4,026,006 △627,565

労災勘定 職務上年金給付費年金特
別会計へ繰入

職務上年金給付費の財源の年金特別会計厚
生年金勘定へ繰入れに必要な経費

1,942,638 11,039,922 9,097,284

労災勘定 職務上年金給付費等交付 職務上年金給付費等交付金に必要な経費 1,304,294 7,799,329 6,495,035
徴収勘定 保険給付費等財源労災勘

定へ繰入
保険給付費等の財源の労災勘定へ繰入れに
必要な経費

<897,481,795> の内数 <825,660,347> の内数 〈△71,821,448〉

労災勘定 社会復帰促進等事業費 被災労働者等の社会復帰促進・援護等に必
要な経費

165,165,021 162,349,176 △2,815,845

労災勘定 独立行政法人労働者健康
福祉機構運営費

独立行政法人労働者健康福祉機構運営費交
付金に必要な経費

10,694,150 9,476,959 △1,217,191

労災勘定 独立行政法人労働者健康
福祉機構施設整備費

独立行政法人労働者健康福祉機構施設整備
に必要な経費

2,746,548 1,186,644 △1,559,904

徴収勘定 保険給付費等財源労災勘
定へ繰入

保険給付費等の財源の労災勘定へ繰入れに
必要な経費

<897,481,795> の内数 <825,660,347> の内数 〈△71,821,448〉

10,772,548 11,599,454 826,906

<2,850,237,902> の内数 <3,327,191,241> の内数 <476,953,339〉
労災勘定 仕事生活調和推進費 仕事と生活の調和の推進に必要な経費 2,056,884 1,656,762 △400,122

徴収勘定 保険給付費等財源労災勘
定へ繰入

保険給付費等の財源の労災勘定へ繰入れに
必要な経費

<897,481,795> の内数 <825,660,347> の内数 〈△71,821,448〉

労災勘定 中小企業退職金共済等事
業費

中小企業退職金共済等事業に必要な経費 2,194,085 2,740,330 546,245

労災勘定 独立行政法人労働政策研
究・研修機構運営費

独立行政法人労働政策研究・研修機構運営
費交付金に必要な経費

146,123 141,723 △4,400

労災勘定 独立行政法人労働政策研
究・研修機構施設整備費

独立行政法人労働政策研究・研修機構施設
整備に必要な経費

99,750 40,109 △59,641

雇用勘定 中小企業退職金共済等事
業費

中小企業退職金共済等事業に必要な経費 6,275,706 7,020,530 744,824

雇用勘定 独立行政法人雇用・能力
開発機構運営費

独立行政法人雇用・能力開発機構運営費交
付金に必要な経費

<72,955,477> の内数 <61,946,066> の内数 〈△11,009,411〉

雇用勘定 独立行政法人雇用・能力
開発機構施設整備費

独立行政法人雇用・能力開発機構施設整備
に必要な経費

<1,723,881> の内数 <1,195,752> の内数 〈△528,129〉

雇用勘定 独立行政法人労働政策研
究・研修機構運営費

独立行政法人労働政策研究・研修機構運営
費交付金に必要な経費

<2,282,056> の内数 <2,173,745> の内数 〈△108,311〉

１　労働時間等の設定改善の促進等を通じた仕事と生活の調和対策を
推進すること

　１　労働者が安心して快適に働くことができる環境を整備すること

１　迅速かつ適正な労災保険給付を行い、被災労働者等の保護を図る
こと

２　被災労働者等の社会復帰促進・援護等を図ること

（１）　安全・安心な職場づくりを推進すること

（２）　労働災害に被災した労働者等の公正な保護を行うとともに、その社会
復帰の促進等を図ること

（３）　勤労者生活の充実を図ること

（所管）厚生労働省　　　　（会計）労働保険特別会計

政策評価体系

１　労働者の安全と健康が確保され、労働者が安心して働くことができ
る職場づくりを推進すること

21年度予算額 22年度予算額

２　豊かで安定した勤労者生活の実現を図ること



勘定 項 事項 比較増△減額政策評価体系 21年度予算額 22年度予算額

雇用勘定 独立行政法人労働政策研
究・研修機構施設整備費

独立行政法人労働政策研究・研修機構施設
整備に必要な経費

<140,891> の内数 <30,170> の内数 〈△110,721〉

徴収勘定 保険給付費等財源労災勘
定へ繰入

保険給付費等の財源の労災勘定へ繰入れに
必要な経費

<897,481,795> の内数 <825,660,347> の内数 〈△71,821,448〉

徴収勘定 失業等給付費等財源雇用
勘定へ繰入

失業等給付費等の財源の雇用勘定へ繰入れ
に必要な経費

<1,875,653,802> の内数 <2,436,185,161> の内数 <560,531,359

479,346 447,198 △32,148
<1,878,076,749> の内数 <2,438,389,076> の内数 <560,312,327〉

雇用勘定 労使関係安定形成促進費 安定した労使関係の形成促進に必要な経費 479,346 447,198 △32,148
雇用勘定 独立行政法人労働政策研

究・研修機構運営費
独立行政法人労働政策研究・研修機構運営
費交付金に必要な経費

<2,282,056> の内数 <2,173,745> の内数 〈△108,311〉

雇用勘定 独立行政法人労働政策研
究・研修機構施設整備費

独立行政法人労働政策研究・研修機構施設
整備に必要な経費

<140,891> の内数 <30,170> の内数 〈△110,721〉

徴収勘定 失業等給付費等財源雇用
勘定へ繰入

失業等給付費等の財源の雇用勘定へ繰入れ
に必要な経費

<1,875,653,802> の内数 <2,436,185,161> の内数 <560,531,359〉

1,305,961 1,441,456 135,495

<2,775,558,544> の内数 <3,264,049,423> の内数 <488,490,879〉
労災勘定 個別労働紛争対策費 個別労働紛争対策に必要な経費 652,981 720,724 67,743
雇用勘定 個別労働紛争対策費 個別労働紛争対策に必要な経費 652,980 720,732 67,752
雇用勘定 独立行政法人労働政策研

究・研修機構運営費
独立行政法人労働政策研究・研修機構運営
費交付金に必要な経費

<2,282,056> の内数 <2,173,745> の内数 〈△108,311〉

雇用勘定 独立行政法人労働政策研
究・研修機構施設整備費

独立行政法人労働政策研究・研修機構施設
整備に必要な経費

<140,891> の内数 <30,170> の内数 〈△110,721〉

徴収勘定 保険給付費等財源労災勘
定へ繰入

保険給付費等の財源の労災勘定へ繰入れに
必要な経費

<897,481,795> の内数 <825,660,347> の内数 〈△71,821,448〉

徴収勘定 失業等給付費等財源雇用
勘定へ繰入

失業等給付費等の財源の雇用勘定へ繰入れ
に必要な経費

<1,875,653,802> の内数 <2,436,185,161> の内数 <560,531,359〉

35,509,121 31,539,404 △3,969,717

<72,512,682> の内数 <78,212,853> の内数 5,700,171
徴収勘定 業務取扱費 労働保険適用徴収業務に必要な経費 19,937,677 16,056,800 △3,880,877
徴収勘定 業務取扱費 石綿健康被害救済事業に必要な経費 9,734,576 10,062,419 327,843
徴収勘定 業務取扱費 労働保険適用徴収システムの最適化実施に

必要な経費
5,836,868 5,420,185 △416,683

労災勘定 保険料返還金等徴収勘定
へ繰入

保険料返還金等の財源の徴収勘定へ繰入れ
に必要な経費

<44,993,650> の内数 <54,021,101> の内数 <9,027,451〉

雇用勘定 保険料返還金等徴収勘定
へ繰入

保険料返還金等の財源の徴収勘定へ繰入れ
に必要な経費

<27,519,032> の内数 <24,191,752> の内数 〈△3,327,280〉

3,290,438,995 3,728,596,791 438,157,796

<1,952,756,107> の内数 <2,501,530,894> の内数 <548,774,787〉

81,243,860 87,172,672 5,928,812

<1,878,076,749> の内数 <2,438,389,076> の内数 <560,312,327〉
雇用勘定 職業紹介事業等実施費 職業紹介事業等の実施に必要な経費 54,009,912 46,151,219 △7,858,693

職業安定行政関係システムの最適化実施に
必要な経費

14,246,576 20,244,522 5,997,946

雇用勘定 独立行政法人労働政策研
究・研修機構運営費

独立行政法人労働政策研究・研修機構運営
費交付金に必要な経費

<2,282,056> の内数 <2,173,745> の内数 〈△108,311〉

雇用勘定 独立行政法人労働政策研
究・研修機構施設整備費

独立行政法人労働政策研究・研修機構施設
整備に必要な経費

<140,891> の内数 <30,170> の内数 〈△110,721〉

雇用勘定 業務取扱費 職業安定行政関係システムの最適化実施に
必要な経費

12,987,372 20,776,931 7,789,559

徴収勘定 失業等給付費等財源雇用
勘定へ繰入

失業等給付費等の財源の雇用勘定へ繰入れ
に必要な経費

<1,875,653,802> の内数 <2,436,185,161> の内数 <560,531,359〉

727,810,171 811,210,983 83,400,812

<1,952,756,107> の内数 <2,501,530,894> の内数 <548,774,787〉
雇用勘定 地域雇用機会創出等対策

費
地域及び中小企業等における雇用機会の創
出等に必要な経費

727,810,171 811,210,983 83,400,812

雇用勘定 独立行政法人雇用・能力
開発機構運営費

独立行政法人雇用・能力開発機構運営費交
付金に必要な経費

<72,955,477> の内数 <61,946,066> の内数 〈△11,009,411〉

（５）　個別労働紛争の解決の促進を図ること

１　労働保険適用促進及び労働保険料等の適正徴収を図ること

（４）　安定した労使関係等の形成を促進すること

１　地域、中小企業、産業の特性に応じ、雇用の創出及び雇用の安定
を図ること

（２）　雇用機会を創出するとともに雇用の安定を図ること

１　労使関係が将来にわたり安定的に推移するよう集団的労使関係の
ルールの確立及び普及等を図るとともに集団的労使紛争の迅速かつ
適切な解決を図ること

１　個別労働紛争の解決の促進を図ること

　２　経済・社会の変化に伴い多様な働き方が求められる労働市場において
労働者の職業の安定を図ること

（１）　労働力需給のミスマッチの解消を図るために需給調整機能を強化す
ること

（６）　労働保険適用徴収業務の適正かつ円滑な実施を図ること

１　公共職業安定機関等における需給調整機能を強化すること



勘定 項 事項 比較増△減額政策評価体系 21年度予算額 22年度予算額

雇用勘定 独立行政法人雇用・能力
開発機構施設整備費

独立行政法人雇用・能力開発機構施設整備
に必要な経費

<1,723,881> の内数 <1,195,752> の内数 〈△528,129〉

雇用勘定 独立行政法人労働政策研
究・研修機構運営費

独立行政法人労働政策研究・研修機構運営
費交付金に必要な経費

<2,282,056> の内数 <2,173,745> の内数 〈△108,311〉

雇用勘定 独立行政法人労働政策研
究・研修機構施設整備費

独立行政法人労働政策研究・研修機構施設
整備に必要な経費

<140,891> の内数 <30,170> の内数 〈△110,721〉

徴収勘定 失業等給付費等財源雇用
勘定へ繰入

失業等給付費等の財源の雇用勘定へ繰入れ
に必要な経費

<1,875,653,802> の内数 <2,436,185,161> の内数 <560,531,359〉

197,528,062 135,396,607 △62,131,455
<1,952,756,107> の内数 <2,501,530,894> の内数 <548,774,787〉

雇用勘定 高齢者等雇用安定・促進
費

高齢者等の雇用の安定・促進に必要な経費 180,583,789 121,585,339 △58,998,450

雇用勘定 独立行政法人高齢・障害
者雇用支援機構運営費

独立行政法人高齢・障害者雇用支援機構運
営費交付金に必要な経費

16,883,495 13,811,268 △ 3,072,227

雇用勘定 独立行政法人高齢・障害
者雇用支援機構施設整備
費

独立行政法人高齢・障害者雇用支援機構施
設整備に必要な経費

60,778 0 △ 60,778

雇用勘定 独立行政法人雇用・能力
開発機構運営費

独立行政法人雇用・能力開発機構運営費交
付金に必要な経費

<72,955,477> の内数 <61,946,066> の内数 〈△11,009,411〉

雇用勘定 独立行政法人雇用・能力
開発機構施設整備費

独立行政法人雇用・能力開発機構施設整備
に必要な経費

<1,723,881> の内数 <1,195,752> の内数 〈△528,129〉

雇用勘定 独立行政法人労働政策研
究・研修機構運営費

独立行政法人労働政策研究・研修機構運営
費交付金に必要な経費

<2,282,056> の内数 <2,173,745> の内数 〈△108,311〉

雇用勘定 独立行政法人労働政策研
究・研修機構施設整備費

独立行政法人労働政策研究・研修機構施設
整備に必要な経費

<140,891> の内数 <30,170> の内数 〈△110,721〉

徴収勘定 失業等給付費等財源雇用
勘定へ繰入

失業等給付費等の財源の雇用勘定へ繰入れ
に必要な経費

<1,875,653,802> の内数 <2,436,185,161> の内数 <560,531,359〉

2,283,856,902 2,694,816,529 410,959,627

<1,878,076,749> の内数 <2,438,389,076> の内数 <560,312,327〉
雇用勘定 失業等給付費 失業等給付に必要な経費 2,260,461,224 2,679,016,913 418,555,689

雇用勘定 独立行政法人労働政策研
究・研修機構運営費

独立行政法人労働政策研究・研修機構運営
費交付金に必要な経費

<2,282,056> の内数 <2,173,745> の内数 〈△108,311〉

雇用勘定 独立行政法人労働政策研
究・研修機構施設整備費

独立行政法人労働政策研究・研修機構施設
整備に必要な経費

<140,891> の内数 <30,170> の内数 〈△110,721〉

雇用勘定 業務取扱費 失業等給付業務に必要な経費 23,395,678 15,799,616 △7,596,062
徴収勘定 失業等給付費等財源雇用

勘定へ繰入
失業等給付費等の財源の雇用勘定へ繰入れ
に必要な経費

<1,875,653,802> の内数 <2,436,185,161> の内数 <560,531,359〉

79,150,118 65,067,253 △14,082,865

<1,950,333,160> の内数 <2,499,326,979> の内数 <548,993,819〉

65,166,980 53,385,228 △11,781,752
<1,950,333,160> の内数 <2,499,326,979> の内数 <548,993,819〉

雇用勘定 職業能力開発強化費 職業能力開発の強化に必要な経費 65,166,980 53,385,228 △11,781,752
雇用勘定 独立行政法人雇用・能力

開発機構運営費
独立行政法人雇用・能力開発機構運営費交
付金に必要な経費

<72,955,477> の内数 <61,946,066> の内数 〈△11,009,411〉

雇用勘定 独立行政法人雇用・能力
開発機構施設整備費

独立行政法人雇用・能力開発機構施設整備
に必要な経費

<1,723,881> の内数 <1,195,752> の内数 〈△528,129〉

徴収勘定 失業等給付費等財源雇用
勘定へ繰入

失業等給付費等の財源の雇用勘定へ繰入れ
に必要な経費

<1,875,653,802> の内数 <2,436,185,161> の内数 <560,531,359〉

12,322,985 10,726,511 △1,596,474

<1,950,333,160> の内数 <2,499,326,979> の内数 <548,993,819〉
１　若年者等に対して職業キャリア支援を講ずること 雇用勘定 若年者等職業能力開発支

援費
若年者等に対する職業能力開発の支援に必
要な経費

10,943,027 9,355,277 △1,587,750

雇用勘定 独立行政法人雇用・能力
開発機構運営費

独立行政法人雇用・能力開発機構運営費交
付金に必要な経費

<72,955,477> の内数 <61,946,066> の内数 〈△11,009,411〉

雇用勘定 独立行政法人雇用・能力
開発機構施設整備費

独立行政法人雇用・能力開発機構施設整備
に必要な経費

<1,723,881> の内数 <1,195,752> の内数 〈△528,129〉

徴収勘定 失業等給付費等財源雇用
勘定へ繰入

失業等給付費等の財源の雇用勘定へ繰入れ
に必要な経費

<1,875,653,802> の内数 <2,436,185,161> の内数 <560,531,359〉

１　高齢者・障害者・若年者等の雇用の安定・促進を図ること

（３）　労働者等の特性に応じた雇用の安定・促進を図ること

　３　労働者の職業能力の開発及び向上を図るとともに、その能力を十分に発
揮できるような環境整備をすること

（１）　多様な職業能力開発の機会を確保すること

１　雇用保険制度の安定的かつ適正な運営及び求職活動を容易にす
るための保障等を図ること

（４）　求職活動中の生活の保障等を行うこと

１　多様な職業能力開発の機会を確保すること

（２）　働く者の職業生涯を通じた持続的な職業キャリア形成への支援をす
ること



勘定 項 事項 比較増△減額政策評価体系 21年度予算額 22年度予算額

雇用勘定 障害者職業能力開発支援
費

障害者に対する職業能力開発の支援に必要
な経費

1,379,958 1,371,234 △8,724

徴収勘定 失業等給付費等財源雇用
勘定へ繰入

失業等給付費等の財源の雇用勘定へ繰入れ
に必要な経費

<1,875,653,802> の内数 <2,436,185,161> の内数 <560,531,359〉

1,660,153 955,514 △704,639

<1,875,653,802> の内数 <2,436,185,161> の内数 <560,531,359〉
雇用勘定 技能継承・振興推進費 技能継承・振興の推進に必要な経費 1,660,153 955,514 △704,639
徴収勘定 失業等給付費等財源雇用

勘定へ繰入
失業等給付費等の財源の雇用勘定へ繰入れ
に必要な経費

<1,875,653,802> の内数 <2,436,185,161> の内数 <560,531,359〉

15,428,667 13,784,955 △1,643,712

<1,878,076,749> の内数 <2,438,389,076> の内数 <560,312,327〉

15,428,667 13,784,955 △1,643,712

<1,878,076,749> の内数 <2,438,389,076> の内数 <560,312,327〉

雇用勘定 男女均等雇用対策費 男女労働者の均等な雇用環境等の整備に必
要な経費

15,428,667 13,784,955 △1,643,712

雇用勘定 独立行政法人労働政策研
究・研修機構運営費

独立行政法人労働政策研究・研修機構運営
費交付金に必要な経費

<2,282,056> の内数 <2,173,745> の内数 〈△108,311〉

雇用勘定 独立行政法人労働政策研
究・研修機構施設整備費

独立行政法人労働政策研究・研修機構施設
整備に必要な経費

<140,891> の内数 <30,170> の内数 〈△110,721〉

徴収勘定 失業等給付費等財源雇用
勘定へ繰入

失業等給付費等の財源の雇用勘定へ繰入れ
に必要な経費

<1,875,653,802> の内数 <2,436,185,161> の内数 <560,531,359〉

7,375,688,842 8,279,786,035 904,097,193所　　　管　　　計

　４　男女がともに能力を発揮し、安心して子どもを産み育てることなどを可能
にする社会づくりを推進すること

（１）　男女労働者が多様な個性や能力を発揮でき、かつ仕事と家庭の両立
ができる雇用環境及び多様な就業ニーズに対応した就業環境を整備する
こと

（注）　１．政策評価体系上の個別施策に関連付けられる計数のみを計上している。
　　　　２．下段〈　〉外書きは、複数政策に関連するもの（例：独立行政法人運営費交付金、特別会計へ繰入等）で、交付金や繰入れ財源の一部を用いて行われるものについて、総額の「内数」で表記し、
　　　　　　合計欄において本書きに含めている。
　　　　３．21年度予算額は、22年度予算額との比較対照のため組替え掲記している。
　　　　４．21年度予算額は補正予算（第1号）による補正後の改予算額である。
　　　　５．政策評価体系は、平成22年3月策定予定のものである。

２　福祉から自立へ向けた職業キャリア形成の支援等をすること

１　技能継承・振興のための施策を推進すること

（３）　「現場力」の強化と技能の継承・振興を推進すること

１　男女労働者が多様な個性や能力を発揮でき、かつ仕事と家庭の両
立ができる雇用環境及び多様な就業ニーズに対応した就業環境を整
備すること


